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 歯科医院スタッフの給与は、過去の支給実績や他の歯科医院の求人データを参考にして

決定されていたりすることが多く、賃金制度を構築し、スタッフの能力等によって給与を

支給している歯科医院は少ないのが現状です。 

 また、厚生労働省は、「働き方改革」の実現に向けて、柔軟な働き方ができる環境づくり

や賃金引き上げと労働生産性向上を掲げ、法改正に対応した労務管理の徹底を進めています。 

 歯科医院のスタッフのモチベーションアップには、支給される給与が重要な要素です。

地域医療への貢献や医療従事者としてのやりがいだけではなく、生活の基盤となる給与の

適正化・明確化は医院活性化の方法のひとつです。 

 本レポートでは、スタッフのモチベーションを高める賃金制度構築について解説します。 

 

 

  

（１）深刻化する歯科衛生士不足 

 一般社団法人全国歯科衛生士教育協議会の歯科衛生士教育に関する現状調査によると、

歯科衛生士の求人倍率は 20.2 倍（平成 30 年度）となっており、平成 23 年と比較すると、

6.6倍の増加で、深刻な歯科衛生士不足となっています。 

 

■歯科衛生士の就職者数・求人数・倍率 

 
一般社団法人全国歯科衛生士教育協議会の歯科衛生士教育に関する現状調査（令和元年 5月） 

歯科医院における給与制度構築の必要性 

１│給与制度構築の必要性     
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 歯科衛生士不足は、2016年診療報酬改定で「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所（か

強診）」の施設基準に歯科衛生士の採用が定められた影響もあり、今後も続くと予想されます。 

 また、優秀な受付助手も、若年労働者の減少と景気回復によって企業との奪い合いにな

り、採用困難になっています。 

 よって、やる気をもって、長く働いてもらえる仕組みづくりが重要になります。 

 

（２）医院経営にはマーケティング対策が不可欠 

 歯科医院はすでに飽和状態になっており、激戦区が増加しています。激戦区の中で生き

残るためには、他の医院を差別化するマーケティング対策が不可欠です。 

 

■マーケティング対策 

●患者数を増やす：他院を差別化する魅力を作りこむ 

●来院頻度を上げる：リピーターを増やす 

●１回あたりの医業収益を上げる：自費率を高める 

●患者１人当たりの単価を増やす：周辺の商品を販売する 

 

 これらの対策を実施するためには、スタッフの気転、気配り、接遇の高度化、衛生管理

や清掃の徹底、ポスターや説明ツールの制作などの業務が必要となり、結果としてスタッ

フの業務負担が増加します。注意しなければならないのが、スタッフの不満増大や拒否反

応が高まる懸念です。 

 そこで、スタッフを動機付けられる人事施策を整備することが重要で、マーケティング

対策は、人事施策を伴って、初めて実効性を確保することができます。 

 

 

 

（１）スタッフ満足が患者満足の前提 

 アメリカの臨床心理学者フレデリック・ハーズバーグが提唱した二要因理論によると、

人間には「動物として痛みを回避したいという欲求」と「人間として精神的に成長したい

という欲求」があります。そして、満足をもたらす要因を動機づけ要因、不満足をもたら

す要因を衛生要因とよび、それぞれの効果には質的な差異があるという考え方を示しま

した。 

 この衛生要因への対処と、動機づけ要因の喚起により、スタッフの満足度向上を図る必

要があります。

２│スタッフ採用・定着のポイント     
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■スタッフの満足度向上への考え方 

●衛生要因：あって当たり前。欠けると一気に不満が高まる。 

・人の感情で最も強い不満＝嫉妬心と不公平感 → 給与の不公平、評価の不公平など 

●動機付け要因：一定レベルを超えると満足度が急激に高まる 

→意欲と能力の向上を促すことができる。 

【ポイント】何かひとつでも、「この歯科医院に勤めてよかった」と思えるものを作る。 

・休みやすい、コミュニケーションが良い、ボーナスが多い、報奨制度や海外旅行がある、 

研修が受けられる など。 

 

（２）院内組織を作る 

 スタッフ定着化で重要なのは、コミュニケーションを整えることです。 

院内の情報伝達が円滑に流れるシステムを作ります。コミュニケーションには、公式のフ

ォーマルな流れと、忘年会などインフォーマルな流れがあります。これを両方とも整える

必要があります。ポイントは、医院の意思決定機関として、幹部会を結成すること、そし

て、少人数の組織でも、必ずスタッフミーティングを開催することです。 

 

（３）人事制度を改善 

 給与はもちろん処遇に関して、スタッフの納得性と評価の公平性を確保することが重要

です。そのためには、就業規則や評価制度、給与制度、賞罰規程の整備または改正が、ポ

イントとなります。 

 

■具体的改善項目 

●就業規則の改正 

 労働基準法を遵守した最新のものに改正 

●人事評価制度の運用 

人事評価は年２回実施 

 例）３月に夏季賞与と昇給の評価、10月に冬季賞与の評価 

   結果については、スタッフ全員と個別面談を実施 

●給与制度の運用 

能力に応じた等級を設定 

それぞれの等級に応じた給与ランクの設定と評価結果とのリンク 

●賞罰規程の運用 

 表彰制度と懲戒を運用 
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 一般企業では、成果主義の広がりとともに、仕事主義型人事制度が脚光を浴びるように

なりました。 

 成果主義そのものは、軌道修正や見直しを図る企業も出ていますが、賃金や昇格昇進の

基準を仕事とする方向性は、産業界でも医療界でも変わっていません。 

 仕事主義型人事制度のひとつが職能資格制度です。開発されてからすでに 20年以上が経

過し、様々な改良が施されてきました。近年では歯科医院においても、職能資格制度を従

来の年功序列制度と組み合わせて運用しているケースがあります。 

  

  

 職能資格制度とは、「仕事の困難度・責任度などをベースとした職能資格区分を設け、

各職能資格区分にごとに必要な職務遂行能力やレベルを明示した職能資格基準にもとづい

て人事処遇を行う制度」と定義されています。 

 役職位と資格とは切り離されるので、能力の有無を問わず、勤続年数だけで役職位が与

えられるものではなく、能力による資格（国家資格、民間資格とは異なる）が与えられる

システムです。 

■職能資格制度 

職能資格制度とは、職務能力を基準とした人事システムであり、 

医療従事者に適用しやすい 

 

 

  

（１）職務や責任の程度に応じた給与体系 

 給与は、本人給（等級連動）、職能給（号俸）、職務給（業務に対する手当）、諸手当（調

整手当、家族手当、扶養手当、住宅手当等）、役職手当に分かれます。等級と号俸を反映さ

せた「本人給・職能給」と、仕事と業務内容を反映させた「職務給」を採用し、職務や責

任の程度に応じた給与の支給を可能にします。 

 医療機関特性を考慮することで、勤務医、歯科衛生士、歯科助手、技工士、受付などの

職種を設定し、それぞれの職能要件を明確にし、適正な評価が可能になります。 

 なお、職能等級が上がることを「昇格」、本人給が上がることを「昇給」、役職位が上が

ることを「昇進」と定義します。 

職務遂行能力に基づいた処遇制度 

１│人事処遇の核となる職能資格制度     

２│職能資格制度の考え方     
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■職能資格制度のイメージ 

等級 

（階層） 

給与

ランク 

 本人給 

（等級手当） 

職能給 

（号俸） 

職務給 

（衛生士手当

など） 

諸手当 役職手当 
備

考 

４等級

（特級） 

Ｍ  
年俸制または出来高給 勤務医・主任衛生士など 

３等級

（上級） 

３ 
 

ライフサイク

ルタイムを考

慮して等級

ごとに設定

する 

号俸を設定

して格付け

する 

 

１号 500 円

～ 1,000 円

階層、職能

等級に合わ

せて職能給

を設定する 

仕事の内容に

よって 

設定する 

 

仕事が変わら

ないと 

変動しない 

皆勤手当

な ど 現 行

手当から 

残すもの 

役職手当は、 

主任やチーフ、 

主任技術者などに

設定 

 

２ 
 

１ 
 

２等級

（中級） 

３ 
 

２ 
 

１ 
 

１等級

（初級） 

３ 
 

２ 
 

１ 
 

 

（２）業績連動型賞与制度 

 医院の経営成績と連動させることで、賞与を変動費化します。医業収益の一定割合で「総

人件費枠」を設定し、給与として支給する額の残りを賞与枠とします。 

 支給額の査定は、本人の成績と連動させます。査定には、目標管理制度を導入し、目標

の設定と目標達成への行動や研修への取り組み等も含めて評価します。 

 当面は、業績連動部分と従来の配分方法を混合して運用し、優れた成績を上げた個人へ

の配分を厚くします。 

 

■給与・賞与の配分方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

昇 

格 

業績連動型、成果主義による配分 

年功による配分 

基本給 

賞 与 

本人給 

職能給 

 

賞 与 

 
職務給 

 

業績連動部分 
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（１）職能資格制度の設計 

 職能資格制度の設計には、能力を評価できる評価項目と、上位等級に昇格すると上がる

賃金の幅、昇格しない場合に昇給させる仕組みの検討が必要です。 

 また、中途退職を防ぐため、節目となる年齢や経験年数の賃金水準を地域の平均的な水

準と合わせておくと、転職を防止する効果があります。 

 

（２）スタッフの職務分析の必要性 

 職務等級制度・職務給を導入する場合、まず実施しなくてはならないのが「職務分析」

です。職務分析とは、日ごろのスタッフの個々の職務内容、特徴、必要な資格要件等を分

析して、経験年数やその職務についての役職などに必要な能力を明確にするための作業で

す。 

 

■職務分析結果の活用法 

●採用の基準                ●最低必要人員数算定の資料 

●適正配置や人事異動のための職務基準    ●職務給設定のための基礎資料 

●教育訓練や能力開発の資料         ●昇格や人事評価の資料 

 

（３）職務分析の実施方法 

 職務分析では１年間、１カ月、１日でやるべき業務を抽出します。特に主任衛生士など

役職者は、日常業務と管理業務のほかに、自分の担当している仕事内容を目的別に整理す

ることが必要です。 

 このとき、大項目から中項目の業務レベルまでの記述として、あまりに細かな作業レベ

ルでの記述は不要です。 

 具体的には次のような内容です。 

  

●職務目的 ：職務の目的 

●職務の列挙：目的を達成するために実施する業務の項目を列挙 

●職務割合 ：列挙した業務の担当職務での時間割合、難易度など 

●職務の手順：職務（中項目程度）の主だった手順や方法など 

●職務要件 ：その職務を行うために必要な知識、経験、能力など 

●職務責任 ：その職務の遂行についての責任の重さ 

●職務権限 ：その職務を遂行するために必要な決裁権限 

３│職能資格制度の運用方法     
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 近年、歯科衛生士の給与が高騰しています。また、最低賃金の上昇により、受付や歯科

医療事務、歯科助手の賃金も徐々に上がってきています。 

 そのため、一旦、賃金制度を構築しても、相場観を持って改定を行う必要があります。

新たに賃金制度を策定する場合も現状に合わせて策定するのは当然ながら、将来において

変更できるよう、調整を可能にしておくことが求められます。 

  

 

 

 はじめに職能等級を設定します。歯科医院では、職能等級をシンプルなものに設定する

ことがポイントです。 

 初級、中級、上級など、各等級の能力要件を概念的に設定し、それぞれに具体的な要件

を当てはめます。ただし、あまり細かく規定すると運用が難しくなるため、各等級のレベ

ルが明確になる程度にとどめておきます。 

 

■歯科医院の職能等級の設定 

●１から４等級などとして、それぞれの等級内に３～５段階の給与ランクを設定する。 

【設定例】 

・１等級（初級）：卒業後、３年程度 

・２等級（中級）：歯科衛生士として一人前レベル 

・３等級（上級）：後輩の指導や部門の統括など、院長の補佐ができるレベル 

・４等級（特級）：主任歯科衛生士など幹部クラス 

 

 

 

（１）昇格の考え方 

 職能資格制度による昇格は、１等級（初級）から２等級（中級）は基礎能力によるもの

であるため、勤務年数２～３年で昇格させます。３年目の賃金を高めに設定し勤務継続に

つながるようにします。 

 ２等級（中級）以上の昇格には、各人の能力や意欲、研修への取り組み等から判断し、

特に３等級（上級）には優秀者だけを昇格させます。 

 

スタッフの能力に応じた賃金制度の策定法 

１│職能等級の設定   

２│昇格の考え方と給与水準の設計     
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●２等級、３等級には全員が昇格できるわけではない。10人に 1人くらいの優秀者だけを昇格さ

せ、幹部に登用する。 

●昇格には最低３年～５年程度の期間がかかることを伝えておく。 

→ 一つの等級は最短３年で昇格できる期待感を確保する。 

●昇格にあたっては、そのスタッフの能力と意欲、そして他のスタッフとのバランスを勘案する。 

●特に、だれもが「あの人なら昇格しても当然」と認めることが重要である。その意味で対象者

に対するスタッフ間の評価を把握しておく必要がある。 

 

（２）給与水準の設計 

 給与水準は転職を防止する観点から、転職が多い経験年数と年齢で世間相場以上になる

ように、給与を高めに設定する、役職をつけて手当を支給するなどの配慮をします。 

 

●歯科衛生士は、離職防止のため、首都圏では３年目で最低 25 万円程度、地方都市では最低 23

万程度になるように設計する。 

●25 歳５年目で転職されないように、優秀な歯科衛生士は昇格を１年前倒しして、首都圏では

26万円に、地方都市では 24万円にのせる。 

●27歳では、中堅歯科衛生士に育っているはずなので、優秀な人材は役職につけ、主任、副主任

等の資格手当を 5～7千円程度支払うように設定する。 

 

 

 

 職能資格制度は能力給がベースとなっていますが、他院の給与水準と比較して下回って

いると退職されてしまいます。経験と年齢を意識し、相場観を踏まえた賃金制度を作成す

ることが重要です。 

 

■歯科衛生士モデル賃金表例 

年度 職種 評価 等級 等級手当 号俸 ＤＨ手当 役付手当 合計 昇給額 備考 

2017 年 歯科衛生士 Ｂ １等級 150,000 40,000 50,000 0 240,000 0 21 歳 

2018 年 歯科衛生士 Ａ １等級 150,000 43,000 50,000 0 243,000 3,000 22 歳 

2019 年 歯科衛生士 Ａ ２等級 160,000 43,000 50,000 0 253,000 10,000 23 歳 25 万円以上 

2020 年 歯科衛生士 Ｂ ２等級 160,000 46,000 50,000 0 256,000 3,000 24 歳 

2021 年 歯科衛生士 Ａ ２等級 160,000 51,000 50,000 0 261,000 5,000 25 歳 26 万円以上 

2022 年 歯科衛生士 Ｂ ２等級 170,000 51,000 50,000 0 271,000 10,000 26 歳 

2023 年 歯科衛生士 Ａ ２等級 170,000 56,000 50,000 7,000 283,000 12,000 27 歳 

2024 年 歯科衛生士 Ａ ２等級 170,000 61,000 50,000 7,000 288,000 5,000 28 歳 28 万円以上 

2025 年 歯科衛生士 Ａ ２等級 180,000 61,000 50,000 7,000 298,000 10,000 29 歳 

2026 年 歯科衛生士 Ｂ ２等級 180,000 64,000 50,000 15,000 309,000 11,000 30 歳 30 万円以上 

2027 年 歯科衛生士 Ａ ２等級 180,000 69,000 50,000 15,000 314,000 5,000 31 歳 

2028 年 歯科衛生士 Ａ ２等級 180,000 74,000 50,000 15,000 319,000 5,000 32 歳 

2029 年 歯科衛生士 Ａ ２等級 190,000 74,000 50,000 15,000 329,000 10,000 33 歳 

３│年齢別モデル賃金と賃金表の作成     
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■賃金表サンプル（２等級：給与ランク２のケース） 

単位（円） 

職務給 

衛生士 助手 受付事務 

 30,000 20,000 25,000 

等級 
給与 
ランク 

本人給 号俸 号俸給 合計金額（本人給＋号俸給＋職務給） 

２等級 ２ 170,000 

1 1,000 201,000 191,000 196,000 

2 2,000 202,000 192,000 197,000 

3 3,000 203,000 193,000 198,000 

4 4,000 204,000 194,000 199,000 

5 5,000 205,000 195,000 200,000 

6 6,000 206,000 196,000 201,000 

7 7,000 207,000 197,000 202,000 

8 8,000 208,000 198,000 203,000 

9 9,000 209,000 199,000 204,000 

10 10,000 210,000 200,000 205,000 

11 11,000 211,000 201,000 206,000 

※通常の昇給は３号俸（３千円）程度で設定。評価結果を反映する場合は号俸数を調整。 

 

 

 

 職能資格制度は、基本的に能力給制度であり、能力の向上により職能等級が上がる、い

わゆる「昇格」の場合は、一律１万円程度増額させることが一般的です。 

 また、等級の昇格が無くても同じ仕事を継続することで能力は向上していくので、これ

は本人給を上げる「昇給」となります。この昇給は評価を行い、その結果で差をつけるこ

とになります。 

 

■昇格、昇給の際の注意点 

●昇格、昇給による金額が２千円では、税額や社会保険料の負担増により、実質手取り額は増加

しないので、能力の変化がないもしくは少ないスタッフ以外は最低３千円を基準とする。 

●役職につける場合は、「昇進」として、例えば、主任２万円、副主任１万円を支給する。 

●新しい賃金制度に移行する際、賃下げにならないよう調整給で現在の給与と新給与の差額を補

償する。 

４│昇給額の設定と運用     
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 賞与は、職務遂行の動機付けの手段として最大の効果を発揮します。頑張った人、努力

した人に報いる意味は大きいものです。ただし、スタッフ間では金額や評価・査定をお互

いに確認することが多いので、職能資格制度に基づく賞与基準による支給だということを

スタッフに理解してもらい、慎重に運用する必要があります。 

 

  

 

 歯科医院では、求人の際に賞与の支給基準を明記して募集していることがあります。そ

して、人事評価は行なわずに固定月数で支給している医院が多いのが現状です。 

 しかし、これではスタッフの動機付けは困難であり、固定費として経営を圧迫する要因

となってしまいます。賞与は、歯科医院の業績と人事評価結果に連動する方法で支給する

工夫が必要です。 

 

（１）業績に連動させる際の留意点 

 職能資格制度による賞与は、経営業績に連動させるのが一つの特長であり、経営業績が

上がれば全体の支給額を増やし、悪化すれば全体支給額を減らすため、人件費を変動費化

することができます。 

 しかし、業績が悪いからといって賞与支給をゼロにすると、優秀なスタッフから退職し

てしまう可能性があり、「業績に連動する配分割合」と「最低保証の配分割合」を設定する

必要があります。 

 また、「経営業績に貢献した人に報いる」という考え方に基づき、経営業績が下がると配

分原資が減少しますが、そのなかで頑張った人に厚く報いることで戦力の温存を図ります。 

 

（２）賞与支給額の計算方法 

 年間賞与予算の設定は、収入に対する人件費率を算定しておき、総人件費枠から給料の

支払い額を控除して設定しておきます。 

 各人の最低保証賞与は、基本給に一定月数を乗じた金額で設定します。年間賞与予算か

ら最低保証賞与を控除した金額が、職能資格制度による賞与総額となります。

１│スタッフのモチベーションを上げる賞与制度     

業績と連動した賞与制度の構築ポイント 
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■賞与支給額の計算方法 

●賞与予算の計上：収入目標×人件費比率－給料等年間支給額＝年間賞与予算 

●役賞与の算定基礎額となる給与とは 

給 与＝基本給＋号俸給＋職務給＋その他の手当 

・基本給：賞与算定基礎給 

・号俸給：千円単位で細かく「号俸」を設定して基本給と号俸の合計で今の給料を格付けした

もの。賞与の対象にするケースとしないケースがある。 

・手 当：賞与計算の対象にはしなくてもよい。 

●できれば、スタッフに通常の賞与で支払う割合と業績結果で支払う割合を公開し、合意してお

く。就業規則も改定する。 

 

（３）賞与原資の計算方法 

 賞与原資は、夏季賞与と冬季賞与に分けて期末を予測し、計算します。夏季賞与は５月

時点までの実績から期末を予測して、冬季賞与は 10月時点までの実績から期末を予測して

計算します。 

 

■賞与原資の計算方法 

●夏季賞与原資の計算方法 

・期末収入予測値×人件費比率－年間給与＝賞与配分予想額 

      賞与配分予想額×40％～45％＝夏季賞与原資 

※40％～45％とするのは、収入減少に備える意味と、冬季賞与を多く配分する慣例による。 

     夏季賞与原資－通常賞与配分額＝夏季賞与配分原資 

●冬季賞与原資の計算方法 

・期末収入予測値×人件費比率－年間給与等支払額＝年間賞与配分額 

・年間賞与配分額－夏季賞与支給額＝冬季賞与原資 

・冬季賞与原資－通常賞与配分額＝冬季賞与配分原資 

 

 

 

 雇い入れ時に年間賞与を労働契約書などで交わしている場合や、スタッフ全員に一律で

決めた月数を乗じる予定だった場合、次のような方法で実施します。医業収入人件費比率

とは整合しませんが、スタッフのやる気と納得性を確保できる簡便法です。

２│簡易な成績配分方法     
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■賞与の簡易な成績配分方法 

●夏季賞与に下記の金額を加算する 

１．Ｓ＝５万円、Ａ＝３万円、Ｂ＝１万円、Ｃ＝加算無し、Ｄ＝適宜減額 

※それぞれのランクに＋－ランクを追加し５千円ずつ加減する。 

２．加算額の合計金額を計算し賞与予算から引く。 

３．等級手当基準での月数で配分する。 

４．優秀者に加算額を加算する。 

→スタッフの賞与は基本給の２～３か月分として契約している医院が多い。 

頑張って３万円～５万円加算されるモチベーション効果は大きい。 

→そのスタッフが医院に必要な人材の場合（辞められては困る場合）は C以下の評価の場合

でも減額しない。 

 

 

 

 人事評価の結果で、賞与の加算額を算定します。加算だけでなく、減算する評価があっ

ても構いません。また、全員がＢ評価とならないように、評価をできるだけ細分化して、

メリハリをつけることがポイントです。 

■賞与加算額の算定 

Ｓ＋ Ｓ－ Ａ＋ Ａ Ａ－ Ｂ＋ Ｂ Ｂ－ Ｃ＋ Ｃ Ｃ－ Ｄ 

5 万円 4 万円 
3.5 

万円 
3 万円 

2.5 

万円 

1.5 

万円 
1 万円 

0.5 

万円 
加算無し 

適宣 

減額 

 

■賞与計算例 

№. 氏名 等級 

総合評価 基本給合計 冬季賞与 

評価加算額 

原資配分の場合 
単純加算の 

場合 

ランク 
等級手当 

+号俸 

賞与額 

1.5 か月 
賞与額 賞与支給額 賞与額 

1 Ａ ３等級 Ａ 230,000  345,000  40,000  357,741  358,000  385,000  

2 Ｂ ２等級 Ａ－ 210,000  315,000  30,000  320,111  321,000  345,000  

3 Ｃ ２等級 Ａ－ 204,000  306,000  30,000  311,822  312,000  336,000  

4 Ｄ ２等級 Ｂ＋ 187,000  280,500  20,000  278,337  279,000  300,500  

5 Ｅ ２等級 Ａ－ 185,000  277,500  30,000  285,574  286,000  307,500  

6 Ｆ １等級 Ｃ＋ 167,000  250,500  0  230,707  231,000  250,500  

7 Ｇ １等級 Ｂ 167,000  250,500  10,000  240,707  241,000  260,500  

   基本給 

合 計 
1,350,000  2,025,000  160,000    2,028,000  2,185,000  

合計  
係数 

1.5 か月-評価  

    加算 

0.92  
基本給 

1.38 か月 
予算（原資）200 万円 

３│賞与額の計算事例     
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■参考資料 

 厚生労働省ホームページ：平成 30年 賃金構造基本統計調査資料 より 

 医業セミナー「歯科医院の賃金・賞与制度の作り方」より 

講師）株式会社Ｍ＆Ｄ医業経営研究所 代表取締役 木村 泰久氏 

 

 

 

 

 

 

 
 


